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１．平成 29年度 

１）職員配置 

 ［非常勤］所  長：中前和則（県士会長兼務） 

      準備室長：林元光広（県士会地域包括ケアシステム推進局担当理事・和歌山市中支部長兼務） 

      事 務 員：1名 

２）圏域支部 

   県内 11支部に細分化、支部長を配置 

３）事務員へのOJT 

   準備室長からは和歌山市委託事業について、その他は事務局長・財務局長からOJT実施 

４）事務局機能の移行 

   県補助金事業・自治体委託事業等の派遣調整（8市町に対応）、日当・交通費の支払い業務、各種 

   報告書作成・提出について、徐々に業務を移行 

５）支部長との情報共有 

   11支部長の情報共有プラットフォームとしてサイボウズを活用、これにて他支部の動向を知るこ 

とができ、先進支部の取り組みについて共有することが可能となった 

６）意向調査の実施と情報共有 

   地域ケア会議へのアドバイザー、介護予防事業への参画に関わる意向の有無について調査を実施、 

データを各支部長へ提供、これに基づいて派遣調整を行いやすくしている 

 

２．平成 30年度 

１）職員配置 

 ［常 勤］所  長：中前和則（県士会長と兼務） 

 ［非常勤］準備室長：林元光広（和歌山市中支部副支部長兼務） 

事 務 員：2名（ほぼ常勤の 1名と非常勤 1名） 

２）圏域支部 

   活動が活発化してきたため、副支部長を配置 

３）事務員へのOJT 

   ほぼ常勤の事務員から非常勤事務員へ OJTにて育成中 

４）事務局機能の移行 

   県補助金事業・自治体委託事業等の派遣調整（13市町に対応）、日当・交通費の支払い業務、各種 

報告書作成・提出について、ほぼ完全に業務を移行 

５）支部長との情報共有 

   情報共有プラットフォームとして活用してきたサイボウズのサービス終了に伴い、暫定的に 

BANDへの移行を進めているが、将来的には他の有料グループウェアの使用を検討中 

６）意向調査の実施と情報共有 

   地域ケア会議へのアドバイザー、介護予防事業への参画に関わる意向の有無についての調査を毎 

年実施することにより、会員への啓発も行うことができている。年々増加してきている自治体から 

の派遣依頼に対応する際の貴重な情報源になっている 

 

３．成果（図２～５参照） 

１）県士会事務局・財務局の業務が大幅に軽減、県補助金事業・自治体委託事業に関する事務作業の殆ど 

  を事務員レベルで処理可能となり、担当理事・支部長の業務負担も大幅に軽減された 

２）他支部の動向が把握できるようになり、副支部長も配置したことから、支部の活動が活発化している 

３）和歌山市委託事業（WAKAYAMAつれもて健康体操）については、市担当課とのやりとりが難しい 

局面が多々あったが、所長が常勤化してからは、市長との面談を行ったり、担当課の責任者と連絡を 



密にすることで、僅かではあるが、当協会の提案を受け入れてくれるようになってきた 

４）県や自治体に、サポステと支部が窓口であるという認識が広まってきており、より地域の実情に応じ 

  た話合いが行いやすくなってきている 

５）県や自治体から報酬について相談される場合、支部長ではなくサポステが対応することで、支部長の 

負担を軽減することができた 

 

図１ モデル事業 ポンチ絵 

 

 

図２ 県内 PT参画状況 

 



図３ 和歌山市委託事業 実績 

 

 

図４ 紀の川市委託事業 実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



図５ 岩出市委託事業 実績 

 

 

４．今後の展望 

１）活発化してきた支部については、支部内に市町担当副支部長を配置しつつあるが、この市町を支部に 

昇格して、同時に副支部長を支部長に昇格することで、地域の活性化を更に促すことができ、現支部 

長の負担を軽減することができる 

２）事務局・財務局の業務を事務員レベルで処理できるようになることで、同局担当理事の世代交代が行 

いやすくなる 

３）県士会に設置されている各局主催の事業については、当該局担当理事をはじめとする、部長・部員を 

中心に運営が行われるため、一般会員にとってはブラックボックス状態で、県士会と一般会員との距 

離は広がるばかりだが、支部長・副支部長を通じて、支部員（会員）と交流する機会や地域で活動す 

る機会が増えることで、「入会しているメリットがない」という理由で休会・退会する会員を減らす 

ことができる 

４）今後益々、自治体委託事業が増えることになれば、サポステ業務の重要性も増す。その際には実働部 

隊としての理学療法士をサポステに複数名雇用して、地域の要請に応え得る体制をつくる必要があ 

る。子育て等で現場を離れている会員の受け皿としても機能するようになれば、多様な働き方も提案 

できるようになり、協会員であるメリットを実感できる会員が増えることが期待できる 

５）有料グループウェアを活用することにより、それぞれの支部の活動履歴を知ることができ、また、他 

支部の状況を知ることもできる。広く支部員（会員）にも、各支部の状況を公開することにより、地 

域との関りを積極的に考える会員が増えることが期待できる 

以上 


